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みがなかったわけではない。一九九九年一月、 「立法院組織法」をはじめ「国会五法」と呼ばれる五つの議会関連法規（以下、 議会法）が改正され、議事効率の向上と委員会の審査会機能の強化が図られた。このとき 「党団協商」 （後述）の制度化が図らずも委員会審査の形骸化を招いたことで、二〇〇二年一月にはその是正措置として法改正が行われた。そ 後、国改革の焦点は立法院 議事や組織
から選挙制度へと移り、〇五年の第七回憲法改正では小選挙区比例代表並立制への選挙制度の変更、議員定数の半減（一一三） 任期延長（四年）が決まり、〇八年より実施された。　
しかし、一連の改革の効果は十















は、選挙権年齢の一八歳への引き下げ、監察院の廃止、選挙制度・選挙区割りの見直しがあ 。実現可能性の点からみて、憲法改正を要する改革の実現は極めてハードルが高い。それに対して、議会の改正で対応可能なもの 、議員のやる気さえあれば、直ちに実行できる改革ということに る。　
その主なものを紹介すると、第
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査では、 「立法院が最も改革すべき事項は何か」と 質問に対して「 （党団）協商の透明化」 （二六・六％）という回答が最も多く、次いで「議事の効率化」 （一九・二％） 、「議員のモラル」 （一七・二％）の順となっている。いずれについても民進党案では何らか 具体策
示されており、おおむね世論の期待に応える改革案だといえよう。特にあらゆる会議の議事の公開をうたったことは、党団協商の透明化に真っ向か 応えたも だ。　
党団協商とは立法院の議会制度
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